





































                                                   




















































































                                                   
3 「関連死の審査会を設置しているか、今年 3月末までに関連死を認定したケースがある福島県内 25市町村を調べた。復興庁
が公表した 3月末の関連死者 1383人から 5カ月で 156人が新たに増えたことになる。南相馬市が 431人で最も多く、浪江町 291
人、富岡町 190人−−の順だった。年代別では回答が得られた 355人のうち、80歳代以上 233人（65.6％）▽70歳代 79人（22.3％）
▽60 歳代 32 人（9.0％）などで高齢者が多かった死因については多くの市町村が「今後の審査に影響する」と回答を避けた。
復興庁による昨年 3月末のデータを基にした県内 734人の原因調査では「避難所などの生活疲労」33.7％▽「避難所などへの移
動中の疲労」29.5％▽「病院の機能停止による既往症の悪化」14.5％など。自殺は 9 人だった。宮城県では今年 8 月末現在で





































































































ビュー調査（行政関係者 2名、生活相談員１名、被災者 6世帯 8（11）名、支援団体スタッフ 3名）、




























人口 39996 H23.2 月末住民基本台帳 
死亡者数 842 H23.5.20 現在 
行方不明者数 470 H23.5.20 現在 
避難者数 1715 H23.5.20現在 











人口 H22 342249 
世帯 H22   
高齢化率 H22 25 
高齢者 H22 85510 
身体障がい児・者 H24.4.1 17217 
知的障がい児・者 H24.4.1 2261 
精神障がい児・者 H24.4.1 1488 
人口、高齢者数、高齢化率は総務省「国勢調査報告」
より。障がい者数はそれぞれの手帳所持者 
「経過 384【いわき市対策本部】9月 25日 17:00発表」東












人口 327,993 H25.9.1 現在 
死亡者数 446 H25.6.11 現在 










































現在のところ釜石におけるインタビュー調査を一人につき 2～3回繰り返していて、最新の調査が 2013年 8 月
下旬である。2012年 8月現在において、津波被害を、直接自宅に受け罹災証明を得た者のうち、仮設から住宅
再建し引っ越したものが 1 名、仮設から復興公営住宅への入居が決まったもの 1 名、借り上げ仮設から住宅再


























































































































































































































                                                   
6 「2013年 9月現在、岩手、宮城、福島 3県での、プレハブ仮設住宅の入居率が震災から 2年半たっても 9割にのぼる。阪神大震災では同
じ時期に 6割で。プレハブ仮設は計約 5万 2900戸あり、8月末時点で入居しているのは約 4万 6500戸（88.0％）。設置戸数に占める入居
の割合を示す入居率は、宮城が 90.8％、岩手は 87.8％、福島は 84.7％。入居する被災者は計約 10万 3600人だった。阪神大震災ではプレ
ハブ仮設約 4万 8千戸が建てられ、2年半後の 1997年７月に入居率が 61.8％だった」。また、「仮設住宅の入居は、災害救助法で原則 2年
以内と定められているが、東日本大震災で厚生労働省は入居期間の４年間への延長を認めた。阪神大震災では、プレハブ仮設からすべての













表 7 地区別被災者数 2011年 8月 30日？  
地区名 人口 死亡者・行方不明者数   
あ（Kさん、Nさん自宅） 6971 252 3.6% 
い 4856 25 0.5% 
う 8308 29 0.3% 
え（Kさん仮設） 6014 15 0.2% 
お（Mさん旧自宅） 6630 586 8.8% 
か（Mさん仮設・新自宅） 1263 5 0.4% 
き 3848 29 0.8% 
く 2106 32 1.5% 
計 39996 973 2.4% 
表 2に同じ 
 
表 8 各年代における被災人口の割合 2011年 8月 30日？  
年齢区分 人口① 死亡者② 行方不明者数③ 被災者数④（②＋③） 年代別被災率 
0〜14歳 4404 15 6 21 0.5 
15〜64歳 21876 232 151 383 1.8 
65歳以上 13716 391 178 569 4.2 
計 39996 638 335 973 2.4 
表 2に同じ 
 
表 9 震災により死亡した障がい者数 
地域（民生委員協議会別） 身体障がい 知的障がい 精神障がい 計 
あ ※表 7と完全一致せず  13人  1人 2人   16人 
い ※  16人  0 0  16人 
う  1人  0 0  1人 
え  0  0 0  0 
お  1人  1 0   2人 
か  53人  2人 1人  56人 
き  0  0 0  0 
く  3人  0 0  3人 
計 
肢体不自由 41人（うち重度 22人） 
視覚 6人（うち重度 6人） 





    
  87人（うち重度障がい者 53人） 4人 3人 94人 
20130928SPSN研究会第 96回研究会レジュメ 
 
釜石市地域福祉課「東日本大震災被災者（平成 24年 11月 6日現在）」より一部簡略化して作成 
 
・避難所という環境の困難 → ex.視覚障害のある Nさん（次項事例２）の一人でできなくなる経験（トイレ
が難しい、物資を取りに行ってもよく見えない）。 










































































在宅診療や在宅リハビリなど、夫の状態がよくなるような医療系サービスを志向していた。夫は 2012 年 12 月
に入院し、2013年 2月死亡した（その後、収入は夫の遺族共済年金に切り替わる？） 
 2012年 8月時点で Mさんは以前自宅のあった海岸側ではなく、山側の土地に自宅再建を決めていた。息子が
土地を探し、以前近所に住んでいた親戚も含めて三世帯が近居で再建をし、Mさんは 2013年 6月に引越しをし









                                                   


















































































 50代近くになる Kさんは、約 30年前に地元の高校を卒業後、関東地方で働いていたが、仕事のストレスなど
で体調を崩して、現在の A市に戻ってきて生活をしていた。A市では、体調の変化もあり、何回か仕事を転職し
ながら、その間 10回の入院（最長 3ヶ月程度）を繰り返していた。 

















がい者支援の NPOの事務所（特に 2012年 8月時点にそう述べていた）や、現在（2013年 8月時点）は、仮設住
宅にあるサロンに行くことが多いという。 
 世帯収入は、自宅が流されたために、自営業はできなくなり、母親はパートで魚を扱うスーパーでパートで
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